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1. はじめに 
令和元年東日本台風において、全国で発生した

人的被害・人家被害を生じた土砂災害 259件のう

ち、約 4割が土砂災害警戒区域外で発生していた。

このことから、令和 2年 8月の土砂災害防止対策

基本方針の変更において、「土砂災害警戒区域の

指定基準を満たす箇所の抽出精度向上のため、よ

り詳細な地形データを用いること」が追加されて

いる。 

長野県では令和 3～4 年に県内全域を対象に航

空レーザー測量データを整備され、高解像度かつ

高精度の地形データが得られている。これらを活

用し、令和 5～6 年に土砂災害が発生するおそれ

のある土地（土石流およびがけ崩れ）を高精度か

つ効率的に抽出した。本稿では長野県北部（長野

市,須坂市,中野市,大町市（美麻）,飯山市,千曲市等）

約 2,100km2 を対象とし、その調査方法と結果に

ついて整理した。 
 

2. 調査方法 

2.1 土石流 

はじめに地形条件を満たす渓流を抽出し（抽出

対象範囲の設定）、続いてその中から社会条件を

満たす渓流を抽出した（仮設定と抽出）。 

抽出対象範囲の設定では、はじめに土石流の発

生域となりうる山地部と、堆積域となる平野部を

分割し、続いて山地内を 4次谷以下の渓流に流域

分割した。次に、土石流危険渓流（土砂災害警戒

区域の上流域）との重複を考慮し、分割された渓

流と土石流危険渓流が部分的に重複する場合に、

土石流危険渓流を除いた範囲で再度流域分割し

た。これは、令和 6年 4月より、従来の「土石流

危険渓流」を含む「土砂災害危険箇所」を使用し

ないこととなり、土石流危険渓流は「土砂災害警

戒区域の上流域」と定義が変わったことによる。

すなわち、これまで土砂災害危険箇所に包含され

ていた、土砂災害警戒区域の側方から流入する渓

流を抽出した（図 1）。流域分割完了後、曲率解析

による谷地形判定結果を用いて、谷地形を呈する

渓流を抽出し、社会条件の検討対象渓流とした。

ここで、谷地形（奥行 / 谷幅 ≧ 1）の代替指標

として平面曲率を使用し、手動計測した奥行 / 谷

幅の値と平面曲率値の比較を過年度 1)に実施し、

閾値を設定している。この閾値は、地質の異なる

2 流域より無作為に抽出した渓流に適用して設定

されたものである。当該調査範囲に適用するには

やや過剰に抽出する傾向にあることを確認した

ため、目視判読により谷出口付近のみ局所的な谷

地形を有する渓流を棄却することで抽出精度を

向上させた。（図 2）。 

仮設定と抽出では、仮基準点を設定し、地形条

件に応じた流下方向線を基に想定被害範囲を解

析した。想定被害範囲内に保全対象が存在する場

合に社会条件を満たす渓流として抽出した。 

調査手順のフローを図 3左に示す。 

 

 
 

 

図 1 土石流危険渓流の定義変更を踏まえた流域

分割 

 

図 2 谷地形判定の精査事例

再分割前 

再分割後 

流域分割（再分割前） 

既指定土砂災害警戒区域を考慮した流域分割（再分割後） 

既指定土砂災害警戒区域の上流域 

谷出口付近に局所的に谷地形があ

るが、流域全体としては谷地形を

呈していないため、棄却 

  谷地形判定（平面曲率（KPC）≤ -0.05） 

山地領域を 4 次谷以下の渓流に流域分割 

土砂災害警戒区域の側方から流入する渓流の抽出 
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2.2 がけ崩れ 

がけ崩れの調査方法は過年度に発表 2)のとおり

であり、概要を以降に示す。 

はじめに地形条件および社会条件を満たす斜

面を抽出し（抽出対象範囲の設定）、続いて単位斜

面の設定、新規抽出箇所を選定した（仮設定と抽

出）。 

抽出対象範囲の設定では、はじめに地形条件

（傾斜度 30°かつ高さ 5m以上）を満たす斜面を

抽出し、続いて人家等がある斜面を抽出した。次

に、土砂災害警戒区域が指定済である斜面および

小規模斜面（指定済区域の斜面規模の分布を考慮

し、面積 300m2以下となる斜面）を除外した。 

仮設定と抽出では、傾斜方向等を踏まえて単位

斜面を設定し、以下の 4項目に対して目視および

現地調査等により新規抽出箇所としての選定の

妥当性を判定した。 

① 危害の生ずるおそれのある土地の判定 

② 管理斜面の判定 

③ 保全対象の判定 

④ 指定済区域との連続性の判定 

調査手順のフローを図 3右に示す。 

 

図 3 調査手順（左：土石流、右：がけ崩れ） 

3. 調査結果 
土砂災害が発生するおそれのある土地（土石流）

が 565渓流（内 163渓流は土石流危険渓流の定義

変更に伴う抽出渓流）、土砂災害が発生するおそ

れのある土地（がけ崩れ）が473箇所抽出された。 

なお、同調査を県全域で実施した結果、新規抽

出箇所は約 8千箇所（土石流約 3千箇所、がけ崩

れ約 5千箇所）であった。 

高精度の地形データを用いることにより抽出

された箇所の事例を図 4に示す。 

 

 

図 4 高精度の地形データにより抽出された箇所 

4. まとめ 
本検討では、調査手順にしたがい抽出作業を実

施し、統一された基準で、広域から土砂災害が発

生するおそれのある土地を高精度かつ効率的に

抽出できた。今後はこれらの新規抽出箇所につい

て砂防基礎調査を行い、土砂災害警戒区域等の指

定を行う予定である。また、当該検討では、新規

抽出で対象とする箇所の社会条件は、「人家等の

ある土石流・がけ崩れ」を対象としている。これ

は当該調査より抽出される新規箇所数が膨大に

なることが想定されたためである。したがって、

今後、将来的に人家等の立地が予想される箇所に

ついて、人口増加や開発計画等を参考に絞り込み

を行い、本検討と同様に高精度の地形データを用

いた危険箇所の抽出が必要となる。 
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抽出対象範囲の設定

仮設定と抽出

(1) 流域分割の対象範囲の設定

(2) 山地に分布する渓流の流域分割

(4) 谷幅 < 奥行となる地形の抽出

山地と平野を分割し、山地を流域分割の対象範囲と
する。

山地に分布する渓流について集水域を解析し、流
域分割する。

指定済み区域を考慮し、流域を再分割する。

谷地形判定図により谷幅に対して奥行が大きい地
形を抽出する。

(1) 仮基準点の設定

(2) 流下方向・末端の設定

(3) 想定被害範囲の設定

(4) 保全対象が含まれる渓流の抽出

渓流内の谷出口となる点を基本とし、地形の特徴や
保全対象の分布状況を勘案して仮基準点を設定する。

流下方向・末端の設定方法に応じて想定被害範囲
を設定する。

・流下方向線の始点（上流側の端点）を頂点とし、
半径を流下方向線の延長距離、中心角を60度
（流下方向線から左右に分散角30度）とする扇
形として設定する。

設定した想定被害範囲に保全対象が含まれる渓流
を、社会条件を満たす渓流として抽出する。

1)土石流が流下する流路が明瞭である場合

2)土石流が流下する流路が不明瞭である場合

・水系網解析による河道中心線を流下方向線と
する。

・河床縦断勾配が連続的に２度未満となる範囲
に到達した点、もしくは延長距離が渓流内の
最大流路長の２倍に等しくなる点を末端とする。

・水系網解析図や等高線図を参照し、土石流が
最も流下する可能性が高い１方向を流下方向
とする。

・地盤勾配が連続的に２度未満となる範囲に到
達した点、もしくは延長距離が渓流内の最大
流路長の２倍に等しくなる点を末端とする。

・河床標高との比高が５m以下となる範囲を設定する。

前項1)の場合

前項2)の場合

(3) 指定済み区域を考慮した流域分割
（土石流危険渓流の定義変更に伴う抽出渓流）

(1) 地形条件を満たす斜面の抽出

(2) 社会条件を満たす斜面の抽出

(3) 指定済み区域の除外

(1) 単位斜面の設定

(2) 新規抽出箇所の選定

1)危害が生ずるおそれのある土地の判定

2) 管理斜面の判定

3) 保全対象の判定

傾斜度30°かつ高さ5m以上となる斜面を対象とする。

指定済み区域を考慮し、(2)で抽出した斜面との重
複範囲を除外する。

以下の1)～4)の項目を判定し、新規抽出箇所を選
定する。また、判定の段階で必要に応じて単位斜
面の見直しを行う。

(4) 小規模斜面の除外

指定済み区域を参考に、小規模斜面を除外する。

4) 指定済み区域との連続性の判定

・斜面下端から対象斜面高さhに対して、2h（最
大50m）の範囲内における保全対象の有無を確
認する。

・斜面上端からL=10mの範囲内における保全対象
の有無を確認する。

・範囲内に保全対象が無い場合、新規抽出箇所
から除外する。

斜面の管理状況について確認する。

抽出に使用した建物ポイントデータの属性を
確認する。

指定済み区域と重ね、連続性を確認する。

・高速道路の法面や河川護岸等、管理者が明ら
かに管理している斜面は、除外する。

・人家の居住者の有無などを確認し、保全対象
とすることが妥当でない場合、除外する。

・指定済み区域の端部のみが抽出されている場
合には、除外する。

人家等がある斜面を対象とする。

傾斜方向や等高線により、単位斜面を設定する。

調査完了

土石流 がけ崩れ

本検討の新規抽出箇所（がけ崩れ） 

従来の地形図 
地形条件を満たす 

地形条件を満たさない 
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